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平成20年10月31日

科学技術政策担当大臣
総合科学技術会議有識者議員

∠　　　　　平成21年度科学技術関係施策の重点化に向けた戦略

基本的考え方

・最璽要政策課題への重点化

・個別施策毎の優先度判定

　　を通じた「選択と集中」による強力な政策誘導

21年度の最重要政策課題　（平成20年6月19日本会議決定）

　革新的技術、環境エネルギー技術、科学技術外交、科学技術による地域活性化、社会還元加速プロゾェ外

基本的考え方を徹底するための主な取組

・昨年、ips細胞研究促進のための予算確保に時間を要した経験を踏まえ、世界トップレ

ベルの「革新的技術」の機動堕加速を可能とする「革新的技術推進費」の創設

・すぐ成果を得られる見通しは不明であるが、凸巷　　　　　　でチレンジン“な

究（いわば「ハイリスク・ハイリターンな基礎研究」）を推進する「大挑戦研究枠」の設定

・初めて概算要求前に関係大臣レベルで決定した戦略に基づく・小の　　・えた　一

一組の端緒として、「健康研究」（臨床研究など）を位置づけ
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4ノ 重点化の推進の概要

ワ
　　最重要政策課題への重点化

　　丁丁丁丁二丁■全体の概算要求額は43％増となっており、

　　科学忌寸，係予算全体の14％増と比較すると、■点化が図られている
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O革新的技術（※）

O環境エネルギー技術

O科学技術外交

0科学技術による地域活性化

O社会還元加速プロジェクト

　　　　　　．’邑　　巳　　　　　　　　1　　隔言一

93億円増　　（515億円←　422億円）

702億円増　　（2」35億円←　1！塒億円）

124億円増　　（574億円←　450億円）

331億円増　　（953億円一　622億円）

73億円増　　（239億円←　166億円）

※革新的技術のうち、23技術について集計 注）優先度判定等対象施策を基本として集計

◇革新的技術推進費（科学技術振興調整費の一部）

◇大挑戦研究枠（科学研究費補助金等に設定）

◇健康研究の府省一体的な推進

140億円

244億円

177億円
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∠ 優先度判定等の特徴

O最重要政策課題に施策を集中
　（S及びA施策の74％、加速施策の58％（件数ベース））

O新規施策のS判定を厳選し、喫緊の最■妻政簾課題の中から、1件に絞り

　込み（20年度のS判定は6件）

新規施策（優先度判定）

　　　　　　S A B　　　　　　　　　　C

【件数ベース】

【金額ベース】 1庫一

（3．9％）

l　　l

（47．7％）

357億

（46．9％）

　　（85件）

11　（760億円）

（1．5％）

継続施策（改善・見直し指摘）

【件数ベース】

※優先度判定はBが基準（必要な施策） 3



∠ S判定を受けた「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」

（事業期間：平成21年度～27年度平成21年度要求額：30億円）

S判定のポイント

・量重蔓政篁謳一技術」を具体的に実行するための、短中期的に極めて
CO2排出削減効果の大きな技術

・蓄電池は、CO2排出を大幅に削減（※）する電気自動車の普及拡大のキーテクノロジー

であり、その大幅な性能向上、低コスト化は、　・・　△の　　に

目標

（※ガソリン車の約1／4に削減）

音　鮨かつ　コストた　　型　　◎の実現により、2030年には

電気自動車の航続距離：約500km（※）、コスト：約1！40を目指す

（※来年に一般販売を予定している電気自動車の航続距離は約120km）

【施策の概要】

O蓄電池性能の飛躍的な向上、革新型蓄電池の実現に向けた基礎技術の
　確立を図る。

　①蓄電池内の電気化学反応メカニズム、劣化メカニズムの解明。

　②電極材料のリチウム系化合物など新材料の開発・新原理の解明。
〈電気自動車〉 　　〈蓄電池〉
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∠ 主要施策の例
【参考1】

O新規S及びA施策の例
　S　革新型蓄電池先端科学基礎研究事業〈環境＞
　A　知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）〈地域＞

　A　戦略的イノベーション創出推進事業〈革新＞
　A　海洋環境イニシアティブ〈環境＞

　A　消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発〈環境〉

30億円（経産省）

32億円（文科省）

28億円（文科省）

17億円（国交省）

9億円（総務省）

O継続加速施策の例
加速　組織的な大学院教育改革推進プログラム
加速　地球規模課題対応国際科学技術協力〈外交〉
加速　循環型社会形成推進科学研究費補助金く革新、環境〉

90億円（文科省）

51億円（外務省、文科省）

13億円（環境省）

O社会還元加速プロジェクトの例

　　　バイオマス資源の総合利活用 63億円讐肇由仁凄魯経産省・

注）最重要政策課題に登録された施策について、革新的技術はく革新〉、環境エネルギー技術はく環境〉、

　科学技術外交はく外交〉、科学技術による地域活性化はく地域〉と記載

5



∠ 優先度判定等対象の概要
【参考2】

平成21年度科学技術関係予算概算要求額：4兆858億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対前年度予算比14．496、5，150億円増）

適囲濫挑｣塑 国立大学の運営費交付金等の　2兆5，362億円

赶ﾕ的経費ほか　　　　　　　　（6296）
　’　一一一．～．．＿　　　｝　－

鱗

（政策課題対応聖画窄開題等「

　　　　7　　一難難嘉．．論

、
（

雛
識鍛臨

輔

（科濫費、私学助成、国家基幹技術等）

7，404億円（4896）

大規模新規研究開発　　1件　40億円

社会還元加速プロジェクト37件239億円

健康研究　　　　　　　5件177億円
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∠ 優先度判定、改善・見直し指摘について　【参考3】

1．優先度判定について

新規施策を対象。施策の重要性、実施方法の最適性、資源投入規模の妥当性をもとに、以下のようにB
を基本としたS，A，　B，　Cの4段階にて判定した。

S：持仁重要で、内容的にも極めて優れたものであり、イノベーション創出・社会への展開の観点から特

　段のスピード感をもって展開するなど、特に重点的に資源を配分することで、　　・に　　　べ　　の。

A：重要で、内容的にも優れた施策であり、重点的に資源を配分することで、一の。

B＝必要な施策であり、限られた資源を有効に活用して、六　…六　’・に べ　　の。

C：必要な施策ではあるが、目標設定、ロードマップ、実施方法等の二音圃な圭の、或いは、資源

　投入の優先度が低く、　　　べではないの

2．改善・見直し指摘について

　継続施策を対象。継続施策は過年度に実施計画全体の評価を行っていることから、　「着実又は

効率的に実施すべき施策」を基本とした。その上で、研究開発の動向、社会ニーズの変化等を勘案
して、既存の実施計画に比して、　「加速すべき施策」と「減速すべき施策」を峻別した。
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